
  

第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
1)    概 況

37年における平均実労働時間数は,36年に比べ,各産業にわたって著しい減少を示した。毎月勤労統計調査
によると37年における調査産業総数の1人平均月間総実労働時間数は197.7時間で,36年に対して1.6%の減
少となったが,この減少率は27年以降の最大であり,水準としてはほゞ30年当時の状態にまでもどつたこと
になる。(増減率は,調査事業所の抽出替えを勘案した修正値による。以下同じ。)

第3-1表 労働時間数,出勤日数の対前年同期増減率

調査産業総数

第3-1図 労働時間数の推移
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このような平均総実労働時間数の減少は,主として所定外労働時間数の大幅な減少に基づくもので,所定外
労働時間数は,36年の21.7時間から18.8時間へと13.4%減少している (第3-1表) 。これに対して所定内労働
時間数は,179.3時間から178.9時間へと0.2%の軽微な減少にとどまった。

季節性を除去した指数によって調査産業総数の月間総実労働時間数,所定外労働時間数の推移をみると,減
少は36年末に始まり,37年末頃まで継続していて,この間の所定外労働時間数の減少の幅は10～12月の前
年同期比でみて18.4%減にのぼつている (第3-1図) 。
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
2)    産業別の動向

産業大分類別に平均総実労働時間数の動きをみると,鉱業を除き各産業とも,所定外労働時間数が景気調整
の影響を受けて激減したのにともなって大幅に減少しており,その減少率は,建設業,製造業,卸売小売業で
は27年以降の最高であり,また,金融保険業,運輸通信業では27年以降の最高と同程度であった (第3-2表) 。

第3-2表 産業大分類別平均月間労働時間数の対前年同期増減率

昭和37年 労働経済の分析



第3-2図 景気調整期における所定外労働時間の推移
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景気後退の影響を直接受ける製造業においては,年平均の所定外労働時間数の減少は18.4%におよび,とく
に下半期には減少が大きくなっている。37年においては,年間を通じて減少が続いたため,年の途中で増勢
に転じた33年当時と比べると,年平均では労働時間数の減少が大きいのは当然であるが,景気後退期を通じ
てのピーク時点からその底にあたる時期までの低下率を比べてみても,37年には32年から33年にかけての
それよりはるかに大きかった (第3-2図) 。このような所定外労働時間数の著しい減少のため,製造業の総
実労働時間数は27年以降最大の2.5%の減少を示すこととなった。

37年における労働時間数の減少の幅がこれまでになく大きかった原因としては,1)これまでの盛んな設備
投資によつて生産能力が著しく増大していること,2)求人難の状態が続くことが予想されるため景気回復
後への考慮からも人員削減を行なわず,時間外労働の削減等によって生産調整に対応しようとする傾向が
みられたこと,3)求人難を背景とする労務管理改善の一環としての休暇,休日の増加,残業の規制などの傾向
が中小規模の事業所を中心として現われて来たこと,などの要因が考えられる。

37年には製造業だけでなくこれまで景気後退期にも減少することの少なかつた建設業と卸売小売業にお
いても総実労働時間数がそれぞれ0.7%,1.0%の減少を示した。建設業の総実労働時間数の減少は,所定外
労働時間数が36年の対前年9.1%の減少に引続き,さらに7.1%の減少を示したことによるもので,27年以来
はじめての減少である。また,卸売小売業の総実労働時間数も,所定外労働時間数の減少によって,36年に引
続いて減少を示した。これらの産業においては,とくに,中小規模の事業所を中心として,週体制,一斉閉店
制など,求人難を背景とする労務管理改善の一環としての労働時間の短縮が進められていることが,減少の
一つの原因になっていたと考えられる。建設業では37年9月現在100万人以上の労働者について一斉週休
制が実施されており (第3-3表) ,また,卸売小売業についても,商店街等を中心に一斉閉店制や一斉週休制の
普及が進められている。労働基準局調べによる一斉閉店制の適用労働者数は36年4月現在約46万,37年4月
現在約69万,38年1月現在約130万(いずれも理美容業などサービス業を含む数である。)と大きく伸びてお
り,週休制実施労働者数も同様に大幅に増加している (第3-4表) 。
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総労働時間数の対前年同期増減率を上半期と下半期とに分けてみると,卸売小辱業,金融保険業,電気ガス水
道業では上半期の減少率の方が大きかった。しかし,所定外労働時間数では金融保険業を除き各産業とも
下半期の減少率の方がかなり大きくなっている。もっとも,製造業における所定外労働時間数の推移を季
節変動調整済指数によつてみると,37年11月頃を底として以後徐々に増勢に向つている (第3-2図) 。

第3-3表 建設業一斉週休制実施状況

第3-4表 商業等一斉週休制実施労働者数
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
3)    製造業内の各産業における動き

製造業中分類別に総実労働時間数の対前年増減率をみると,どの産業も減少しているが,比較的減少の程度
が小さかったものは,食料品,衣服,出版印刷,化学,石油石炭製品,精密機器など37年に生産の停滞していない
産業である。これらの産業ではまた下半期になると減少率が落ちてきている。これに対して,鉄鋼(4.8%
減),非鉄金属(3.8%減),機械(4.3%減),輸送用機器(3.8%減),パルプ,紙(3.0%減)などの産業ではその減少が目
立っている。このうち,パルプ・紙は生産能力の過剰のため生産調整を行なっていたものであるが,37年中
頃からは生産が回復に向かい,これにともなって総実労働時間数の減少率も下期には上期に比べて小さく
なっている。一方鉄鋼,非鉄金属,機械,輸送用機器などでは景気論整による設備投資削減の影響を強く受け
て著しい減少を示し,機械を除きいずれも下期の減少率が上期のそれを大幅に上回っている (第3-5表) 。

第3-5表 製造業主要中分類別平均月間労働時間数の対前年同期増減率
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
4)    規模別の動き

事業所規模の大小による実労働時間のちがいをみると,一般に,規模の大きい事業所では規模の小さい事業
所に比べて,所定外労働時間は長いが,所定内労働時間が短く,総実労働時間では,規模の大きい事業所ほど
短い傾向がある。過去の景気後退期には,このような事業所規模による総実労働時間数のちがいが大きく
なや事実がみられた。このことは37年にも同様であったが33年の場合と比較するとその程度が軽微で
あったのが特徴的である。

33年には,平均月間総実労働時間数の規模によるちがいはかなり大きくなった。これは大規模事業所の出
勤日数が操業短縮のために減少し,これに応じて所定内労働時間数が減少したのに対して,中小規模事業所
では出勤日数の減少がなく,所定内労働時間数に影響がなかったために,所定内労働時間数のちがいが大き
くなったことと,所定外労働時間数の減少の幅が大規模事業所において大きく,中小規模事業所ではそれほ
ど減らなかったことの結果であつた。これに対して,37年の場合には,出勤日数の変化については規模によ
るちがいが少なく,所定内労働時間数の規模によるちがいはむしろ縮小気味であったうえに,所定外労働時
間数の対前年減少率は規模によって大差がなかつた。その結果,調査産業総数で33年には500人以上の事
業所の総実労働時間数を100とする格差が,前年に比べ,100～499人では1.9ポイント,30～99人では2.5ポイ
ント拡大したのに対して,37年にはそれぞれ0.2ポイントの拡大でほとんど変化がなかった (第3-6表) 。

第3-6表 事業所規模別平均月間労働時間数格差

これを製造業についてみると,33年以降年々縮小してきた総実労働時間数の規模によるちがいが,37年には
再び拡大しているが,その程度は軽微で,まだ,35年当時の格差まで戻つていない (第3-7表) 。製造業の所定
内労働時間数の規模によるちがいは,33年以降年々小さくなっており,37年にもその傾向は変らなかった。
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一方,所定外労働時間数の対前年減少率は,500人以上の事業所で19.7%減,100～499人の事業所で19.1%
減,30～99人の事業所で,16.5%減であり,大規模事業所でやゝ大きくなっているが,これを,33年における対
前年減少率がそれぞれ,15.4%,10.1%,8.4%であったのに比較すればその間に著しい相違がある (第3-8表)
。

第3-7表 事業所規模別平均月間労働時間数および出勤日数格差

第3-8表 事業所規模別平均月間労働時間数の対前年増減率

このように,所定内労働時間数のちがいの縮小傾向と,所定外労働時間数の減少が中小規模事業所でも大き
かったことが,総実労働時間数の規模によるちがいの拡大を軽微にとどめたものである。中小規模の事業
所の所定外労働時間数の減少が大きかったのは,景気後退の影響のほかに,前述のような労務管理改善の一
環としての労働時間短縮の効果が重なったためと見られ,こうした傾向は36年から引続いている。
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
5)    労働時間制度の動向
(イ)    労働時間短縮への動き

近年労働時間の短縮問題が労働運動の中心的課題の一つとして登場し,賃金や雇用の問題と並んで労使の
関心の的となってきた。労政局の調査によると,所定労働時間の短縮,休日休暇の増加,時間外労働の規制な
ど何らかの形で時間短縮の要求を行なった組合の数は,36年春闘では395であったが,37年春闘には990に
増加した。労働時間短縮に関する要求事項の総数では,36年の569が37年には1,460となり,このうち,それ
ぞれ185,581の要求については少なくともその一部が実現している(各年4月末日現在)。

また,この2,3年の間にいくつかの企業で,生産性向上の観点から積極的に週休二日制,夏季一斉休暇制など
を打出す事例も見受けられるようになっている。他方中小企業の分野では,最近の若年層の求人難に直面
し,上述のように週休制,一斉閉店制の採用などによって労働時間の短縮を図り労務管理の改善を行なう動
きがみられる。

労働時間制度調査の結果によると,製造業のうち調査対象となった食料品,木材・木製品,パルプ・紙,化学,
非鉄金属,精密機器の6産業の841の事業所のうちで35年から37年までの3年間に所定労働時間の短縮を行
なった事業所は,35年には14,36年には52,37年には54となっており,数としては少ないが年ごとに増加する
傾向を示している。
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
5)    労働時間制度の動向
(ロ)    所定労働時間別労働者構成の変化

このような労働時間短縮への動きは,全体としてみれば未だその緒についたばかりであるが,所定労働時間別の
労働者構成の面からみると,最近かなり著しい変化があらわれている。すなわち,37年における前記6産業の週
当り所定労働時間別労働者構成を,それぞれ33年または34年の場合と比較してみると,それ以前に時間短縮がか
なり進んでいたとみられる化学を除けば,大体48時間の比率が減少し,42時間または45時間の比率が増大してい
る (第3-9表) 。変化の比較的大きいのは,木材・木製品と精密機器であるが,前者は,労働集約的な中小企業性の
産業であって,34年にはほゞ80%にのぼる労働者が48時間に集中していたのが37年には53%へと大きく減少し,
これに代つて45時間以下が8.7%から38.5%へと伸びている。これらの労働者構成の変化には,所定労働時間の
短い大企業での雇用の増加の影響も少なくないと思われるが,しかし,各企業における所定労働時間短縮の結果
がこゝに現われていることは否定できない。

第3-9表 週当り所定労働時間別労働者構成

第3-3図 企業規模別所定労働時間別労働者構成の変化
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所定労働時間別労働者構成の変化を企業規模別にみると,48時間の比率が減少し,より短かい時間の比率が増大
しているのは,ほとんどの産業において,100人以上の中・大規模の企業に限られている。一方30～99人の企業
ではほとんど変化がみられないか,あるいはむしろ48時間の比率が増大している。このような傾向は 第3-3図
の木材・木製品の例に明瞭にみられ,また,36年までの調査結果によれば,繊維,化学など時間短縮の行なわれた産
業でも同様の傾向がみられる。
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(1)    労働時間
5)    労働時間制度の動向
(ハ)    時間外労働の規制

最後に,時間外労働の規制の状況についてみると,労働協約または就業規則による時間外労働時間の限度の
定めのある事業所の比率は,全般的に大幅な増加を示している (第3-10表) 。また,法定有害業務以外の業務
についての時間外労働の限度時間を労働基準法第36条の規定に基づく協定の協定内容についてみると,規
模の大小を問わず,1日2時間未満とするものが増加している反面,4時間以上とするものが減少していて,長
時間の時間外労働も一般に規制される傾向にあるといえよう (第3-11表) 。

第3-10表 労働協約または就業規則による時間外労働時間の限度の定めのある事業所の比率

第3-11表 労働基準法第36条の規定に基づく協定による1日当り時間外労働時間の限度別事業所構成
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(2)    労働災害
1)    景気調整下の労働災害

37年の労働災害は前年までの好況下の設備の合理化の影響や安全管理の浸透がつゞいたうえ,景気調整の
進展で生産活動が低下し,所定外労働時間の減少など労働の繁忙度が低下したため全般的に減少した。

37年における労働災害の第1の特徴は度数率が大幅な低下を示したことである (第3-4図) 。

「毎月労働災害統計調査」(毎災)による37年の規模100人以上事業所における災害度数率は,全産業
で,15.46と前年より11.1%の低下を示した。度数率は一般に景気調整期には転職の減少等にともなう不熟
練労働者の相対的な縮小や労働負担の軽減などによって低下する傾向があり,前回の調整期にあたる33年
にも9%とかなり大幅な低下を示したが,37年の減少率は30年の16.1%につぐ大きなものであった。また景
気調整の影響が年後半に大きかったことを反映して度数率の低下も下期に大きかった。

第3-4図 労働災害率の推移
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なお「産業災害防止総合5カ年計画」の開始された前年にあたる32年からのすう勢的な動きとしてみる
と,度数率は32年の22.36から37年の15.46へと順調に低下してきているが,これは高性能の新鋭機械の導入
や生産設備の合理化,改善が進んだことや安全設備の整備充実,安全管理体制の拡充,災害に関する知識の普
及など安全についての施策が進んでいることを反映しているものと思われる。37年には,これらの事情に
景気調整の影響が加わって度数率低下の度合がーそう強まったといえよう。

第2の特徴は37年には災着の強度率も大幅な低下を示したことである。労働災害の強度率の動きをみる
と,37年には1.51と対前年12.7%の減少となっている。

このような強度率の低下は,災害の頻度が低下したことのほか,災害の程度が相対的に軽微になったことに
よるものである。すなわち,災害程度別にみた災害件数の構成比では被害の程度の軽い,休業1～7日の一時
労働不能のウェイトが高まっている。死亡永久的障害のような被害の程度の高い災害も減少しており,死
亡災害は規模100人以上で対前年13.7%減少,永久的障害(永久的労働不能および永久一部労働不能災害)は
10%の減少で,32年に比較すると死亡は25%減,永久的障害は約32%の減少となっている。災害1件あたり
の損失日数も前年に比べ1.7%減少し,32年に対しては8.3%の減少となっている。

労働基準局調べによる重大災害(1件につき死傷3人以上の災害)についてみても,自動車事故を除けば重大
災害の発生件数は前年とほぼ同程度であり,これによる死傷者数は前年に比べ9.2%の減少となっている。

第3の特徴は37年における労働災害に若干の減少傾向がみられることである。

すなわち「災害月報」によると全産業における休業8日以上の死傷災害件数は約47万件で前年(約48万件)
に比べ約1万6千件(3.2%)減少した( 第3-12表 )。また「毎災」によって不休災害を除いた規模100人以上
の事業所における災害発生件数をみると,減少の幅は約2万件(8.8%)で,33年以来の大幅な減少を示した。
このような災害件数の減少は,景気調整の影響をつよくうけた製造業,運輸通信業および鉱業における減少
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によるところが大きい。

第3-12表 産業別死傷災害件数の推移

なお労働災害のうち業務上疾病の状況を「業務上疾病報告」によってみると,37年の発生件数は21,684件
で,前年と比べて9.3%の増加となった。これを最近数年間における発生件数の推移でみると, 第3-13表 に
みるとおり,35年,36年と減少をみたものの長期的にはやや増加の傾向が現われている。しかし,業務上疾
病の発生件数を労働者総数と対比した発生率の推移でみると,こゝ数年間減少の傾向を示しており,37年に
おいても,35年,36年にみられたほど大幅ではないが,やはりやや減少となっている。

第3-13表 業務上疾病の発生状況
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これを疾病別にみると,発生件数順に,負傷に起因する疾病5,982件(対前年9.2%増)熱傷・凍傷5,671件(同
10.7%増)高熱・ガス・光線等による眼の疾患4,521件(同7.5%増)重激業務による運動器の疾患2,254件(同
4.1%減)じん肺症641件(同44.4%増-35年とほぼ同数)となっており,以上の5種類の疾病が総数の88%と,従
来同様,業務上疾病の大部分を占めた。また,重激業務による運動器の疾患を除き,いずれの疾病も,発生件
数は前年のそれを上回った。これらのほか有害物使用にともなう中毒,皮膚炎などいわゆる職業病におい
ては前年と比べて横ばいまたはやや増加となつたものが多い。業務上疾病件数がこのように漸増をた
どっている原因としては,技術変化にともなう新たな有害業務の増加,有害業務に従事する労働者の増加,職
業病に対する健康診断技術の向上などが考えられる。
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(2)    労働災害
2)    産業別の動き

前項に述べた災害率の動きを産業別にみると技術変化や設備改善などの程度,景気調整の影響のちがいな
どによつてかなり差異が現われている。

まず産業大分類別にみると「毎災」による災害件数はすべての産業において減少したが,度数率について
は 第3-14表 のように,石炭鉱業における増加を反映して,鉱業では前年につづき上昇しており,一方,建設業,
製造業,運輸通信業,サービス業などではその低下が著しかった。製造業における度数率の低下が大きかっ
たのは後に述べるように景気調整の影響が大きいと思われるが,運輸通信業(対前年13.5%減)についても,
荷動きの鈍化に関連した運輸部門での減少(13.9%)によって,サービス業においては鉄鋼不況を反映した屑
鉄処理業の減少(34.2%)をはじめ,機械修理業(対前年15.9%減),自動車修理業(対前年11.4%減)の減少など
によって,その度数率の低下が強まっている。林業や建設業は一応景気調整の局外にあったと思われるが,
数年来の災害発生の減少傾向が37年もつゞいた。

第3-14表 産業別災害度数率の推移

なお,産業別にみた強度率は,サービス業を除いて各産業とも低下を示している。労働災害による被害の程
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度は偶然的な条件によって左右されることが多いが,調査対象の少ないサービス業においても数年間の動
きをならしてみると強度率が高まる傾向はみられない( 第3-15表 )。

第3-15表 産業別災害強度率の推移

つぎに,製造業中分類別の動きをみると,景気調整の影響の程度によって,度数率の低下にかなりの差があら
われている。すなわち,景気調整の影響の大きかった鉄鋼,非鉄金属,一般機械をはじめ,電気機器,輸送用機
器,精密機器等ではいずれも件数の減少がみられ,度数率でみても鉄鋼,輸送用機器,精密機器,石油石炭製品,
ゴム製品では対前年約20%の減少,非鉄金属,一般機械でも減少幅は15%以上に及んだ。これに反し,消費関
連産業部門においては一般消費の堅調に支えられて生産の活況が維持され,衣服が前年の2.14から3.32に
増加したのをはじめ,たばこ,家具,皮革等は前年の水準を僅かながら上回っており,投資財関連部門の減少
と対照的な動きを示している。

なお,産量別の動きを,やゞ長期的に32年と対比してみると,鉄鋼,機械石油石炭製品,電気機器などの産業で
は低下の幅が著しく,反面消費財関連産業では低下の程度が少なかった( 第3-5図 )。

第3-5図 製造業主要中分類別度数率の推移
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第2部    各 論
3    労働時間と労働災害
(2)    労働災害
3)    規模別の動き

規模別にみた37年の労働災害の特徴は,各規模とも前年に比較して災害が減少したこと,また景気調整の影
響を強くうけた大企業での低下がとくに著しかったことである。

37年の労働災害の規模別発生状況を「毎災」による規模100人以上の事業所について,1,000人以上(大規
模),300～999人(中規模,100～299人(小規模)の3規模に分けてみると,件数では大規模が12.8%と最も減少
し,ついで小規模の7.1%減,中規模の5.9%減となっている。これを度数率でみると,大規模(13.88)が対前年
14.0%減,中規模(16.34)が10.7%減,小規模(16.63)が8.3%減と,とくに景気調整の影響を大きくうけた大企
業での減少が著しかった。しかし,大企業ほどではないが,中小規模でも減少し,その低下率もこれまでにく
らべて大きかった。とくに前年においては経営規模の急激な拡大などによって中規模以下では度数率が
増加したのであるが,37年にはこの規模の災害度数率も低下し,調査開始以来最も低い率を記録した( 第3-6
図 )。

第3-6図 規模別度数率の推移
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以上のような規模別の動きにつき,観点をかえて格差としてみると,37年は前年よりさらに規模間の格差が
ひらく結果となっている。すなわち,大規模を100とした度数率の格差は中規模118,小規模120となり,32
年のそれぞれ103および99,36年の113および118と比較してかなり大きくなっている。

製造業についても, 第3-16表 のように,同様の傾向がみとめられ,大規模を100とする格差では中規模が
212.4で11.1ポイント,小規模が324.5で45.4ポイントの拡大となっている。

第3-16表 製造業規模別災害度数率の推移
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このような災害率の格差拡大の動きはこゝ数年続いており,大企業における改善のテンポが,中小企業の改
善テンポを上回っていることを示している。37年は,景気調整の影響もあって,大企業での改善がいっそう
促進されたとみられ,これが格差拡大の結果となってあらわれている( 第3-16表 )。なお,労働基準局資料に
よって,100人未満事業所の災害の状況をみると,主要産業における休業8日以上の死傷千人率(年間労働者
千人当りの死傷件数)は,前年の38.1から34.1と前年につづいて順調な低下を示した。37年は,前記のよう
に,100人以上の企業での災害率の低下は大きかったが,規模100人以上の事業所と100人未満の事業所にお
ける千人率の低下の程度はほぼ同じで,37年においてもこの分野で改善は著しかったといえよう。
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